
■適用範囲：賛同いただける全ての業界

■対象：CTC対比表、 VA計算ワークシート、 サプライヤー証明書
※記載項目のガイドラインであり、規定フォーマットではありません。

■期待効果：不備によるリスク、手戻り工数、あるべき姿と乖離した要望の抑止
煩雑さを低減させ利活用推進を促す。

■前提：
・法令、協定に基づくあるべき姿の明確化 ⇒ 不備なく受領いただける状態
・リーズナブルな項目/記載内容 ⇒ 本質や目的から乖離した要望は除く

※上記対象帳票以外の資料の提示を求められることがあります。

原産判定基準・条件明確化

取組の位置づけ

EPA活用推進を目的に、これまでの自動車業界、鉄鋼業界の経験に基づき

第三者証明機関への特恵原産地証明 判定根拠資料の「良品条件の明確化」を目指す
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